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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第136期

第２四半期
連結累計期間

第137期
第２四半期
連結累計期間

第136期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 44,317 57,938 99,918

経常利益 (百万円) 4,448 9,474 14,197

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,938 5,718 9,999

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 3,859 10,026 13,390

純資産 (百万円) 171,688 184,872 176,667

総資産 (百万円) 214,504 226,766 220,210

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 24.84 48.62 84.75

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 67.2 69.7 68.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 9,174 6,321 16,212

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,019 △1,459 △7,263

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,919 △2,496 △8,106

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 59,363 60,135 57,108
 

　

回次
第136期

第２四半期
連結会計期間

第137期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期
純利益

(円) 18.84 22.96
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

３　「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、第136期第２四半期連結累計期間・第136期連結会計年

度及び第137期第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期（当期）純利益の算定上、期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております。

４　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

　

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、各国の経済対策やワクチン接種が進展した影響により、国や

地域によるばらつきはあるものの、総じてコロナ危機による経済減速から持ち直す動きが継続いたしました。ま

た、わが国経済におきましても、海外の景気回復を受けた輸出増加や企業生産・設備投資に持ち直しの動きが見

られるなど回復基調で推移しました。今後につきましては、ワクチン接種の普及に伴い経済の正常化が期待され

る一方で、新型コロナウイルスの感染再拡大、世界的な需要急増に伴う半導体不足、原材料価格の高騰などの懸

念材料もあり、先行きは不透明な状況となっております。

　当社グループの主要な供給先であります自動車業界では、景気回復に伴う旺盛な需要を背景に、生産・販売と

もに回復基調で推移しておりましたが、徐々に半導体不足等による生産調整の影響が出始め、国内の自動車生産

台数は８月以降前年を下回る水準となりました。もう一つの柱であります鉄鋼業界では、中国で粗鋼減産政策が

打ち出されているものの、公共投資や製造業の生産回復が追い風となり、国内では粗鋼生産量が前年を約３割上

回るなど堅調に推移しました。

　このような状況のなか、当社グループにおきましては、2028年の創業100周年へ向け、当社の企業理念を実現

し、持続可能な社会の実現に貢献するため、新たに「Vision2030」を策定いたしました。Vision2030では、「あ

らゆる表面をカガクで変える」をキャッチフレーズに、あらゆる素材に、様々な機能を付与する表面改質技術の

開発に取り組み、コア事業である、薬剤、装置、加工の３つの事業領域で、社会課題の解決に貢献し、社会と共

に持続可能な成長・発展を目指しております。「既存分野の深耕と新規分野の開拓」「グローバル展開の加速」

「グループ・ガバナンスの強化」「多様な人材の活躍推進」を基本戦略として掲げ、新たな成長ステージを目指

した諸施策を推進しております。

 
売上高は579億38百万円（前年同期比30.7％増）となりました。事業の種類別セグメント毎の売上高は、前年同

期に比べ薬品事業が27.8％、装置事業が42.0％、加工事業が32.7％の増収、その他が11.9％の減収で推移してお

ります。また、地域別セグメントは、国内が18.1％、アジアが60.4％、欧米が26.1％といずれも増収で推移して

おります。

営業利益は79億16百万円（前年同期比167.1％増）、経常利益は94億74百万円（前年同期比113.0％増）、親会

社株主に帰属する四半期純利益は57億18百万円（前年同期比94.7％増）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等の適用により、売上高は８億円64百万円増加し、売上原価が６億92百万円、営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益が１億72百万円それぞれ増加しております。

この結果、当第２四半期累計期間の総資産経常利益率（ROA）は年換算8.4％と前期末に比べ1.9ポイント増加い

たしました。また、自己資本利益率（ROE）は年換算7.4％と前期末に比べ0.6ポイント増加いたしました。

海外業績の換算による損益計算書に与える影響額は、売上高で８億89百万円程度の増収、営業利益で１億23百

万円程度の増益となっています。
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セグメント情報ごとの経営成績は、次のとおりであります。

①薬品事業

売上高は232億68百万円（前年同期比27.8％増）となり、営業利益は43億84百万円（前年同期比87.9％増）とな

りました。当事業部門は、金属などの表面に耐食性、耐摩耗性、潤滑性など機能性向上を目的とする化成皮膜を

施し、素材の付加価値を高める薬剤などを中心に製造・販売しております。国内外ともに半導体不足等に起因す

る主要顧客の生産調整の影響があったものの、国内では昨年後半からの回復基調が継続し、金属表面処理剤の販

売は底堅く推移しました。海外においてもタイ・中国・インド・韓国・インドネシアなどアジア地域での販売回

復が大きく、増収増益で推移しました。なお、収益認識会計基準等の適用により、売上高と売上原価はそれぞれ

２億35百万円減少しております。

②装置事業

売上高は107億22百万円（前年同期比42.0％増）となり、営業利益は３億26百万円（前年同期比189.1％増）と

なりました。当事業部門は、輸送機器業界を中心に前処理設備、塗装設備及び粉体塗装設備などを製造・販売し

ております。国内外ともに設備投資持ち直しの動きに支えられ好調に推移しました。特に中国やタイでの伸びが

大きく、自動車メーカー向け前処理装置の施工が進捗し、増収増益で推移しました。なお、収益認識会計基準等

の適用により、売上高は６億75百万円、売上原価は５億65百万円、営業利益は１億10百万円それぞれ増加してお

ります。

③加工事業

売上高は225億86百万円（前年同期比32.7％増）となり、営業利益は37億84百万円（前年同期比220.9％増）と

なりました。当事業部門は、熱処理加工、防錆加工、めっき処理などの表面処理の加工サービスを提供しており

ます。北米地域ではやや苦戦を強いられましたが、国内及び中国・タイ・インドネシアなどのアジア地域では、

主要取引先である自動車部品メーカーの生産回復に伴い大幅な伸びとなり、加工事業全体では増収増益で推移し

ました。

④その他

売上高は13億59百万円（前年同期比11.9％減）となり、営業利益は37百万円（前年同期比22.1％減）となりま

した。当事業部門は、ビルメンテナンス事業、太陽光発電事業などを営んでおります。ビルメンテナンス事業で

は大型の大規模修繕工事を複数件受注したことにより増収増益となりました。一方、前期末にボルトの製造・販

売をしている会社を売却したことにより、全体としては減収減益となりました。また、ライフサイエンス事業と

して、昨年より一般消費者向けに抗菌剤「Pal-feel」の販売を開始しました。併せて、医療機器への参入を進め

ており、自社開発のコーティング技術により、血液や生体組織の付着を低減した電気メス部品「CHIDORI」の製造

販売やカテーテルガイドワイヤーの表面処理加工を行っております。なお、収益認識会計基準等の適用により、

売上高は４億24百万円、売上原価は３億62百万円、営業利益は62百万円それぞれ増加しております。
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(2) 財政状態の状況

（資産の部）

資産合計は、前連結会計年度末と比較し65億56百万円増加し2,267億66百万円となりました。流動資産は50億87

百万円増加いたしました。主な要因としては、現金及び預金が28億47百万円、受取手形、売掛金及び契約資産

（前連結会計年度末においては受取手形及び売掛金）が３億62百万円、棚卸資産が９億82百万円それぞれ増加し

たことなどが挙げられます。固定資産は14億69百万円増加いたしました。主な要因としては、有形固定資産が６

億37百万円、投資その他の資産が７億41百万円増加したことなどが挙げられます。

（負債の部）

負債合計は、前連結会計年度末と比較し16億48百万円減少し418億94百万円となりました。流動負債は24億56百

万円減少いたしました。主な要因としては、支払手形及び買掛金が９億82百万円、未払法人税等が５億17百万円

それぞれ減少したことなどが挙げられます。固定負債は８億７百万円増加いたしました。

（純資産の部）

純資産合計は、前連結会計年度末と比較し82億４百万円増加し1,848億72百万円となりました。主な要因として

は、利益剰余金が40億92百万円、その他有価証券評価差額金が３億85百万円、為替換算調整勘定が22億17百万

円、非支配株主持分が15億37百万円それぞれ増加したことなどが挙げられます。

なお、収益認識会計基準等の適用により、利益剰余金の当期首残高へ与える影響額は軽微であります。

以上の結果、自己資本比率は69.7％と前連結会計年度末と比較し0.9ポイント増加するとともに、１株当たり純

資産は1,344円70銭と56円69銭増加いたしました。
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(3) キャッシュ・フローの分析

現金及び現金同等物は、期首と比較し30億27百万円増加し、601億35百万円となりました。なお、当第２四半期

連結累計期間では、現金及び現金同等物に係る換算差額により６億61百万円増加しております。

 
　　　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と増減の要因は次のとおりであります。

　 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

前年同期に比べ28億52百万円収入が減少し63億21百万円の収入となりました。主な要因は、税金等調整前四半

期純利益94億38百万円、法人税等の支払額29億55百万円、減価償却費29億32百万円、仕入債務の減少額13億39百

万円であります。

　 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

前年同期に比べ５億60百万円支出が減少し14億59百万円の支出となりました。主な支出は、有形固定資産の取

得による支出26億13百万円であります。

 　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

前年同期に比べ14億23百万円支出が減少し24億96百万円の支出となりました。主な支出は、配当金の支払額16

億80百万円であります。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 
(5) 研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、10億23百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 従業員数

①　連結会社の状況

　当第２四半期連結累計期間において、連結会社の従業員数の著しい増減はありません。

なお、従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの 

出向者を含む就業人数であります。

②　提出会社の状況

　当第２四半期累計期間において、提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

なお、従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人数であります。

 

(7) 生産、受注及び販売の実績

　当第２四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(8) 主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計

画の著しい変更はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 132,604,524 132,604,524
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
（単元株式数　100株）

計 132,604,524 132,604,524 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　 該当事項はありません。　

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年９月30日 ― 132,604,524 ― 4,560 ― 3,912
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(5) 【大株主の状況】

 

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11－３ 12,305 10.23

ノーザン トラスト カンパニー
(AVFC) リ フィデリティ ファンヅ
（常任代理人　香港上海銀行東京
支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT,UK
（東京都中央区日本橋三丁目11－１）

9,076 7.54

日本生命保険相互会社
（常任代理人　日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社）  

東京都千代田区丸の内一丁目６－６
（東京都港区浜松町二丁目11－３）

7,015 5.83

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行）

東京都千代田区丸の内二丁目１－１
（東京都中央区晴海一丁目８－12）

5,020 4.17

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 4,765 3.96

株式会社雄元 東京都中央区日本橋二丁目16－８ 4,708 3.91

公益財団法人里見奨学会 東京都中央区日本橋二丁目16－８ 4,633 3.85

株式会社日本カストディ銀行(信託
口)

東京都中央区晴海一丁目８－12 3,765 3.13

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１－２ 3,113 2.58

みずほ信託銀行株式会社　退職給
付信託　日本製鉄退職金口　再信
託受託者　株式会社日本カスト
ディ銀行

東京都中央区晴海一丁目８－12 2,664 2.21

計 ― 57,069 47.45
 

(注) １　日本マスタートラスト信託銀行株式会社、株式会社日本カストディ銀行の所有株式数は、信託業務に係る

株式数であります。

２　株式会社雄元が所有している株式については、会社法施行規則第67条の規定により議決権を有しておりま

せん。

３　上記のほか当社所有の自己株式12,354千株があります。なお、当社は「株式給付信託（BBT）」を導入し

ており、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する当社株式166千株については、自己株式に

含めておりません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 ―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

12,354,200
(相互保有株式)
普通株式 ― 同上

7,541,400

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,126,634 同上
112,663,400

単元未満株式
普通株式

― 同上
45,524

発行済株式総数 132,604,524 ― ―

総株主の議決権 ― 1,126,634 ―
 

(注)１　「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式及び相互保有株式が次のとおり含まれております。
    
自己保有株式  35 株
相互保有株式 ㈱雄元 98  
 ㈱パーカーコーポレーション 96  
 パーカー熱処理工業㈱ 26  
 

 

２　「完全議決権株式（その他）」の普通株式数には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本

カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する株式166,600株（議決権の数1,666個）が含まれております。
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② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本パーカライジング
株式会社

東京都中央区
日本橋一丁目15－１

12,354,200 ― 12,354,200 9.31

(相互保有株式)
株式会社雄元

東京都中央区
日本橋二丁目16－８

4,708,900 ― 4,708,900 3.55

(相互保有株式)
株式会社パーカー
コーポレーション

東京都中央区
日本橋人形町二丁目22－
１

2,004,700 ― 2,004,700 1.51

(相互保有株式)
パーカー熱処理工業
株式会社

東京都中央区
日本橋二丁目16－８

817,300 ― 817,300 0.61

(相互保有株式)
長泉パーカライジング
株式会社

静岡県駿東郡長泉町
下長窪1088

10,500 ― 10,500 0.00

計 ― 19,895,600 ― 19,895,600 15.00
 

（注）　「株式給付信託（BBT）」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が所有する株式

166,600株については、上記の自己株式等に含まれておりません。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第２四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度末
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間末
(2021年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 66,589 69,437

  受取手形及び売掛金 36,934 －

  受取手形、売掛金及び契約資産 － 37,296

  有価証券 566 829

  商品及び製品 2,684 2,962

  仕掛品 2,053 2,132

  原材料及び貯蔵品 4,617 5,243

  その他 2,776 3,419

  貸倒引当金 △1,434 △1,445

  流動資産合計 114,788 119,876

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 23,271 23,382

   機械装置及び運搬具（純額） 15,426 16,260

   土地 16,370 16,467

   建設仮勘定 2,191 1,863

   その他（純額） 1,635 1,558

   有形固定資産合計 58,895 59,532

  無形固定資産 2,410 2,501

  投資その他の資産   

   投資有価証券 33,006 32,584

   退職給付に係る資産 3 31

   繰延税金資産 1,638 2,178

   その他 9,597 10,192

   貸倒引当金 △130 △129

   投資その他の資産合計 44,115 44,856

  固定資産合計 105,421 106,890

 資産合計 220,210 226,766

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 17,028 16,046

  1年内返済予定の長期借入金 634 650

  未払法人税等 2,694 2,176

  賞与引当金 2,644 2,578

  役員賞与引当金 70 30

  その他 8,907 8,040

  流動負債合計 31,978 29,522

 固定負債   

  長期借入金 560 463

  退職給付に係る負債 5,709 5,788

  役員退職慰労引当金 231 228

  繰延税金負債 3,536 4,341

  その他 1,526 1,550

  固定負債合計 11,563 12,371

 負債合計 43,542 41,894
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度末
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間末
(2021年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,560 4,560

  資本剰余金 4,460 4,460

  利益剰余金 144,750 148,842

  自己株式 △11,745 △11,745

  株主資本合計 142,025 146,118

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10,522 10,907

  繰延ヘッジ損益 0 △8

  為替換算調整勘定 △1,354 862

  退職給付に係る調整累計額 305 286

  その他の包括利益累計額合計 9,473 12,048

 非支配株主持分 25,168 26,705

 純資産合計 176,667 184,872

負債純資産合計 220,210 226,766
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 44,317 57,938

売上原価 29,944 37,581

売上総利益 14,372 20,356

販売費及び一般管理費 ※1  11,409 ※1  12,440

営業利益 2,963 7,916

営業外収益   

 受取利息 137 133

 受取配当金 384 258

 受取賃貸料 389 402

 持分法による投資利益 137 339

 為替差益 － 262

 補助金収入 408 33

 その他 602 413

 営業外収益合計 2,060 1,842

営業外費用   

 支払利息 15 18

 賃貸費用 150 180

 為替差損 228 －

 その他 180 85

 営業外費用合計 575 283

経常利益 4,448 9,474

特別利益   

 固定資産売却益 4 6

 投資有価証券売却益 776 0

 その他 9 －

 特別利益合計 790 6

特別損失   

 固定資産除売却損 49 41

 投資有価証券売却損 39 －

 その他 2 0

 特別損失合計 90 42

税金等調整前四半期純利益 5,147 9,438

法人税等 1,748 2,415

四半期純利益 3,398 7,023

非支配株主に帰属する四半期純利益 460 1,304

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,938 5,718
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益 3,398 7,023

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,641 364

 繰延ヘッジ損益 △61 0

 為替換算調整勘定 △2,032 2,206

 退職給付に係る調整額 4 △19

 持分法適用会社に対する持分相当額 △91 450

 その他の包括利益合計 460 3,002

四半期包括利益 3,859 10,026

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,935 8,293

 非支配株主に係る四半期包括利益 △75 1,732
 

EDINET提出書類

日本パーカライジング株式会社(E00898)

四半期報告書

17/31



(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 5,147 9,438

 減価償却費 2,748 2,932

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △48 6

 受取利息及び受取配当金 △521 △391

 持分法による投資損益（△は益） △137 △339

 売上債権の増減額（△は増加） 6,671 －

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） － 529

 棚卸資産の増減額（△は増加） △178 △1,059

 前渡金の増減額（△は増加） △13 △573

 仕入債務の増減額（△は減少） △4,432 △1,339

 前受金の増減額（△は減少） 3,449 △740

 その他 △2,358 185

 小計 10,326 8,647

 利息及び配当金の受取額 835 650

 利息の支払額 △18 △21

 法人税等の支払額 △1,969 △2,955

 営業活動によるキャッシュ・フロー 9,174 6,321

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △1,564 △328

 定期預金の払戻による収入 14 381

 有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △493 △35

 
有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

2,174 1,124

 有形固定資産の取得による支出 △2,421 △2,613

 有形固定資産の売却による収入 225 42

 その他 45 △29

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,019 △1,459

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の返済による支出 － △8

 長期借入れによる収入 52 －

 長期借入金の返済による支出 △196 △122

 自己株式の取得による支出 △1,487 △0

 配当金の支払額 △1,580 △1,680

 非支配株主への配当金の支払額 △596 △597

 その他 △109 △87

 財務活動によるキャッシュ・フロー △3,919 △2,496

現金及び現金同等物に係る換算差額 △379 661

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,856 3,027

現金及び現金同等物の期首残高 56,507 57,108

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  59,363 ※1  60,135
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。
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(会計方針の変更)

 （収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首より適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。収益認識会計基準等の適用による主

な変更点は以下のとおりです。

 

（１）工事契約に係る収益認識

　従来は請負工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事には工事進行基準を、それ以外

の工事には工事完成基準を適用しておりました。これを第１四半期連結会計期間より、一定の期間にわたり充足さ

れる履行義務は、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を

一定の期間にわたり認識することとしております。なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積り方法は、見積総原

価に対する実際原価の割合（インプット法）で算出しております。履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積も

ることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識していま

す。

 

（２）代理人取引に係る収益認識

　薬品事業の商品販売取引について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、第

１四半期連結会計期間より、当社グループの役割が商品を他の当事者によって提供されるように手配する取引につ

いては、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。 

　

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認

識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほと

んどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高が864百万円、売上原価が692百万円、営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益が172百万円それぞれ増加しております。また、利益剰余金の当期首残高へ与える影響額は

軽微であります。

 

 　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間の期首より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示

することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に

ついて新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会

計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧

客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間

に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

 　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）　等を第１四半期連結会計期間の期首より適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる四半期連結財務諸表に与える影響はあり

ません。
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(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
 至　2021年９月30日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。
 

 

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
 至　2021年９月30日)

（新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

　前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）にて記載した新型コロナウイルス感染拡大の影響に関する会

計上の見積りについて重要な変更はありません。
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(四半期連結損益計算書関係)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

従業員給料 3,949百万円 4,077百万円

賞与引当金繰入額 1,279 1,564 

退職給付費用 311 280 
法定福利費 761 809 
運送費 724 984 

減価償却費 530 526 
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

　

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金 65,937百万円 69,437百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金等

△6,574 △9,301 

現金及び現金同等物 59,363 60,135 
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年９月30日)

 

１　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,580 13.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金
 

（注）2020年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）

が保有する自社の株式に対する配当金２百万円が含まれております。

 
(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月６日
取締役会

普通株式 1,443 12.00 2020年９月30日 2020年12月10日 利益剰余金
 

（注）2020年11月６日取締役会決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する

自社の株式に対する配当金１百万円が含まれております。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 
Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年９月30日)

 

１　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 1,683 14.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
 

（注）2021年６月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有

する自社の株式に対する配当金２百万円が含まれております。

 
(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月５日
取締役会

普通株式 1,563 13.00 2021年９月30日 2021年12月10日 利益剰余金
 

（注）2021年11月５日取締役会決議による配当金の総額には、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する

自社の株式に対する配当金２百万円が含まれております。

 

２　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本パーカライジング株式会社(E00898)

四半期報告書

23/31



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　             　 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

薬品事業 装置事業 加工事業 計

売上高         

(1)外部顧客に対する
 　売上高

18,200 7,550 17,022 42,774 1,543 44,317 － 44,317

(2)セグメント間の内部
  売上高又は振替高

405 190 17 612 68 680 △680 －

計 18,605 7,741 17,039 43,386 1,611 44,998 △680 44,317

セグメント利益又は
損失（△）

2,333 113 1,179 3,626 48 3,674 △710 2,963
 

（注） １ 「その他」は、報告セグメントに含まれない区分であり、ビルメンテナンス事業、太陽光発電事業などを

含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△710百万円には、セグメント間取引消去87百万円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△798百万円が含まれております。なお、全社費用は、各報告セグメントに

帰属しない一般管理費及び技術研究費であります。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　             　 (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）

薬品事業 装置事業 加工事業 計

売上高         

(1)外部顧客に対する
 　売上高

23,268 10,722 22,586 56,578 1,359 57,938 － 57,938

(2)セグメント間の内部
  売上高又は振替高

675 277 16 969 65 1,035 △1,035 －

計 23,943 10,999 22,603 57,547 1,425 58,973 △1,035 57,938

セグメント利益又は
損失（△）

4,384 326 3,784 8,496 37 8,533 △617 7,916
 

（注） １ 「その他」は、報告セグメントに含まれない区分であり、ビルメンテナンス事業、太陽光発電事業などを

含んでおります。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△617百万円には、セグメント間取引消去204百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△821百万円が含まれております。なお、全社費用は、各報告セグメント

に帰属しない一般管理費及び技術研究費であります。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 
３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、報告セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「薬品事業」の売上高は235百万円減少、セ

グメント利益は影響なし、「装置事業」の売上高は675百万円増加、セグメント利益は110百万円増加、「その他」

の売上高は424百万円増加、セグメント利益は62百万円増加しております。
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(収益認識関係)

 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年９月30日）

  (単位：百万円)

 

 報告セグメント
その他
(注２)

合計薬品事業
 

装置事業
 (注１)

加工事業
 

計

日本 14,141 4,597 13,363 32,103 1,359 33,463

アジア 8,564 5,842 5,805 20,212 － 20,212

欧米 562 281 3,417 4,262 － 4,262

顧客との契約から生じる収益 23,268 10,722 22,586 56,578 1,359 57,938

外部顧客への売上高 23,268 10,722 22,586 56,578 1,359 57,938
 

(注) １　装置事業の収益のうち、一定期間にわたり認識している収益の額は、9,113百万円であります。

　　 ２　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない区分であり、ビルメンテナンス事業及び太陽光発電事業

　　　　 などを含んでおります。

　　 ３　地域別の収益は、販売元の所在地に基づき分解しております。
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(１株当たり情報)

 　　 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益 24円84銭 48円62銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 2,938 5,718

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

2,938 5,718

普通株式の期中平均株式数(株) 118,268,266 117,622,590
 

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

２　株主資本において自己株式として計上されている株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有

する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております。

　１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

　前第２四半期連結累計期間172,371株、当第２四半期連結累計期間166,600株

 
(重要な後発事象)

 該当事項はありません。
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２ 【その他】

第137期(2021年４月１日から2022年３月31日まで)中間配当については、2021年11月５日開催の取締役会において、

2021年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 1,563百万円

②　１株当たりの金額 13円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年11月12日

日本パーカライジング株式会社

取締役会  御中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

　東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 川   原   光   爵  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 那   須   伸   裕  

     
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 八   木 　正　 憲  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パーカライ

ジング株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日

から2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本パーカライジング株式会社及び連結子会社の2021年９月30日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 
 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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